




































































行政人口（千人） 43.5 43.5 43.5 43.5
整備済区域内人口（千人） 29.5 8.1 5.1 42.7
供用区域内人口（千人） 28.6 8.1 5.1 41.8
水洗化人口（千人） 24.8 6.1 5.1 36.0
整備面積（ha） 1,058.9 376.4 - 1,435.3
普及率（％） 65.7 18.6 11.7 96.0
水洗化率（％） 86.7 75.6 11.7 82.7
人口密度（人/ha） 27.9 21.5 - -
管渠延長（㎞）・設置基数 244.0 87.0 2,204 -
建設投資額（億円） 215.9 99.8 - -
地方債現在高（億円） 117.6 18.0 - -

























り 4,000人以上）が隣接し、それらの地域人口が 5,000人以上を有する」）。 
小諸市の人口密度は、平成 2年国勢調査時点で 40人／haを切り、平成 22年には 29人／
haとなり、地区によって方式を使い分ける必要が生じている。また、公共下水道の整備面












昭和35年 3,339 13,629 6,323 7,306 - - 3.2 4,259.1 34.7 3.3
40年 3,337 12,604 5,750 6,854 △ 1,025 △ 7.5 2.0 6,302.0 32.5 2.1
45年 3,357 12,645 5,838 6,807 41 0.2 2.0 6,322.5 32.3 2.1
50年 3,858 12,808 5,986 6,822 163 1.3 2.4 5,336.7 32.1 2.6
55年 4,797 15,333 7,287 8,046 2,525 19.7 3.2 4,791.6 36.2 3.4
60年 5,630 16,827 8,074 8,753 1,494 9.7 4.0 4,206.8 38.5 4.3
平成２年 5,433 16,049 7,719 8,330 △ 788 △ 4.6 4.1 3,914.4 35.8 4.2
７年 5,465 14,737 7,050 7,684 △ 1,315 △ 8.2 3.9 3,778.7 32.2 4.0
12年 5,083 12,876 6,252 6,624 △ 1,858 △ 12.6 3.8 3,388.4 27.9 3.8
17年 4,875 12,263 5,840 6,423 △ 613 △ 4.8 3.8 3,305.4 27.0 3.8
22年 3,619 8,767 4,180 4,587 △ 3,496 △ 29 3.0 2,941.9 20 3.0
資料：企　画　課





    (注)特に人口密度の高い地域（市街地）をＤＩＤ（人口集中地区）として












































合併処理浄化槽の 7人槽の標準建設費用が 934,000円、年間の維持管理費用が 55,000円、
耐用年数を 32年とする。 
合併処理浄化槽の建設費補助金を569,000円、維持管理費補助金を年間30,000円とする。 
下水道 2か月分の平均使用量を 50㎥、2か月分の下水道使用料を 9,140円とすると、1
年間の下水道使用料は 54,840円（≒50,000円）となる。 
 












② 下水道使用料を 50,000円/年、合併処理浄化槽の現行補助金を採用した場合 
 
集合処理の場合、下水道使用料を毎年 50,000円支払うことになり、合併処理浄化槽にし




集合処理と個別処理の損益分岐点である平成 7年から平成 20年までの 14年間の合併処理
浄化槽の設置可能基数は 3,212基なので、1年当り 4千万円余、14年間で 6億円余の経済効
果が生まれていたことになる。 
 




























































図表 7 農業集落排水と合併処理浄化槽との経済比較 
 
 
集合処理 個別処理 集合処理 個別処理 集合処理 個別処理 集合処理 個別処理 集合処理 個別処理
マニュアル 2,229.2 3,764.8 3,459.5 5,578.8 1,416.0 2,206.0 882.0 756.6 4,056.8 5,296.2
実績値 4,170.2 3,476.9 6,406.6 5,152.3 3,045.6 2,037.3 1,415.2 698.7 7,811.1 4,891.3








































長野市 835 48 5.8 381,511 253,351 66.4
松本市 979 31 3.2 243,037 145,146 59.7
上田市 552 15 2.7 159,597 52,481 32.9
岡谷市 85 11 13.3 52,841 43,677 82.7
飯田市 659 10 1.4 105,335 34,695 32.9
諏訪市 109 4 3.9 51,200 16,637 32.5
須坂市 150 6 3.7 52,168 23,125 44.3
小諸市 99 3 3.0 43,997 8,767 19.9
伊那市 668 4 0.7 71,093 11,680 16.4
駒ヶ根市 166 2 1.3 33,693 7,356 21.8
中野市 112 3 2.8 45,638 12,683 27.8
大町市 565 3 0.4 29,801 6,730 22.6
飯山市 202 1 0.7 23,545 5,182 22.0
茅野市 266 4 1.5 56,391 12,683 22.5
塩尻市 290 8 2.8 67,670 35,344 52.2
佐久市 424 6 1.4 100,552 20,340 20.2
千曲市 120 6 5.0 62,068 20,529 33.1
東御市 112 2 1.5 30,696 5,373 17.5
安曇野市 332 2 0.7 96,479 8,834 9.2
計 6,725 170 2.5 1,707,312 724,613 42.4






図表 8は、長野県内の市および全国平均の DID面積及び人口をまとめた表である。 
長野県内 19市の平均 DID面積割合は 2.5%で、DID人口割合は 42.4％である。全国平均の
DID面積割合は 3.3%で、DID人口割合は、66.2%である。 
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